

























































































































































































































































科目 ドイツ語 フランス語 スペイン語 中国語 韓国語
年度 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数 学校数 学生数
1999 5 155 17 2499 6 212 13 267 12 260
2001 5 － 14 － 2 － 9 － 7 －
2003 5 141 13 1574 5 217 15 545 11 365
2005 3 108 12 1597 4 189 14 594 13 492
2007 6 150 17 2099 4 168 24 921 13 354
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文部科学省（2009),『高等学校学習指導要領解説 総合的な学習の時間編 』
文部科学省（2009),『高等学校学習指導要領解説 総則編 』
文部科学省（2009),『小学校外国語活動研修ガイドブック』，旺文社
文部科学省（2010),「平成20年度高等学校等における国際交流等の状況について」
友沢 昭江（2008),「日本と韓国における自国語普及施策の比較（試論)｣,『桃山学院大学総合研究所紀
要』第33巻第３号，桃山学院大学総合研究所
桃山学院大学総合研究所紀要 第36巻第３号60
閔庚模氏の報告をめぐる討議
閔氏が掲げた研究テーマである「日韓両国の初等中等教育における相手言語の教育現況お
よび教育課程に関する比較考察」では，日本と韓国における「相手言語の教育」への取組に
ついて，教育課程上の共通点や差異を明らかにするとともに，諸課題を踏まえつつ今後の進
むべき方向性を教示している。
氏の発表から，日本国際交流基金の「海外日本語教育機関調査」(2009) を通して，韓国
の初等・中等学校において,「日本語」教育が積極的に展開されていることがわかる。具体
的に見てみると，全世界における日本語の学習者がおよそ360万人，そのうち韓国が約96万
人を占めている。さらに初等・中等学校での学習者は約87万人におよび，全体のほぼ90％に
まで達している。
このことは韓国における「相手言語の教育」の重要性に着眼した，特色ある教育課程に依
拠する。その特徴として，小学校では「放課後学校」における日本語学習が，中学校では
「生活外国語（日本語を含む７か国語)」が選択科目として位置づけられている。また，高
等学校では「生活外国語（任意選択)」および「第２外国語教育（教科)」を開設し，2009年
度には約1800校でおよそ59万人の生徒が受講している。これらの数値は，韓国における「相
手言語の教育」の占める比重が大きいことを実証する。
なお，本発表の際には適宜，図表が用いられ，韓国における「相手言語の教育」の実際に
ついて，量的な変遷についても明らかになった。今後，日韓両国の「相手言語の教育」の充
実を図るうえで，それぞれの教育課程に着目した分析・検討が，今後の望ましいあり方を模
索していくうえで大きな手がかりとなるであろう。
ここで本発表に対し，日本の初等・中等学校における教育課程について，近畿各府県教育
委員会への聞きとり調査結果を交えながらコメントを加える。
まず小学校では,「総合的な学習の時間」の一部を国際理解教育として位置づけ，韓国語
（ハングル）に関わる教育を伝統・文化・言語などに着目し，ゲストティーチャーによる体
験活動などが行われている。こうした取組のねらいは，語学教育というよりも諸外国につい
て知るところに力点がある。つまり体験活動を通して，児童が諸外国に関して興味・関心を
深め，学習意欲を高めることをめざす。取組の実施状況については，近畿各府県教育委員会
からの聞きとりによると，詳細な把握にまでは至っていないことがわかった。しかし地域の
実情を踏まえつつ，多様な教育実践が展開されていることも事実である。
なお，2011年度から新学習指導要領の完全実施により,「外国語活動」が導入される。そ
の具体化については,『学習指導要領に「外国語活動においては，英語を取り扱うことを原
則とすること。(第４章外国語活動第３指導計画の作成と内容の取扱い１(1))」とあるため，
原則から逸脱する必然性がない場合に，外国語活動として「韓国語」を設定することはない
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と考える。ただし,「原則」とある以上，法的に認められないという意味ではない。また，
科目の目的を実現できることは当然の前提とした上で，そのためにどのように学習内容（手
段）を定めるかについては，教育委員会ではなく学校に主導権がある｡』とのＡ県教育委員
会からの見解が参考になる。すると主に「総合的な学習の時間」を創意工夫することにより,
「韓国語（ハングル)｣（以下,「韓国語」と記す）教育の可能性を見いだすことになるであ
ろう。今後，各学校で教育課程を編成する際に，地域の実情や児童の実態を踏まえながら，
諸外国について知るという視点に立ち,「韓国語」をはじめ，幅広い教育活動の展開が期待
される。
次に中学校では，確かに「選択教科」を用いて「韓国語」教育を実施できる。しかし，そ
の運用の実情として，英語の時間を１時間増やすだけに留まる傾向にある｡「選択教科」は，
各教科の学習内容を更に深めたり，基礎学力の向上をめざす時間として充てられることが多
い。すると「韓国語」教育については,「総合的な学習の時間」の一部を活用した取組に留
まり，そのねらいは語学教育というよりも，小学校に同じく諸外国について知ることをめざ
すことになる。その一方で地域の実情を踏まえ,「韓国語」教育に力を入れている学校も見
られる。また，部活動やそれに類する取組として,「韓国語」を学ぶ活動も展開されている。
ただし，こうした活動は教育課程外として位置づけられている。
なお，2012年度から新学習指導要領の完全実施により,「選択教科」がなくなり,「韓国語」
教育を実施できる可能性は,「総合的な学習の時間」にほぼ限定される。各教師が「相手言
語の教育」の重要性について理解を深め，どのように教育課程に組み入れて展開するのか，
それぞれの認識が問われている。それは国際理解教育にかかわる体験活動が，生徒の進路選
択を進めるうえで，大きな影響をもたらすからである。ただしこちらについても,『学習指
導要領に「その他の外国語」への言及（｢その他の外国語については，英語の目標及び内容
等に準じて行うものとする（第９節外国語第２各言語の目標及び内容：その他の外国語)｣）
があるため，教科「外国語」の中の科目として「韓国語」を設定することは，不可能とは考
えていない。ただ，実態としては，県内のすべての中学校において，教科「外国語」として
は科目「英語」のみが開設されている｡』とのＡ県教育委員会からの見解が参考になる。
最後に高等学校では,「学校設定科目」の一つとして「韓国語」教育を位置づけている。
それを実施している学校数について，近畿の府県教育委員会からの聞きとりによると，滋賀
県（２校)，大阪府（44校)，京都府（０校)，兵庫県（17校)，奈良県（２校)，和歌山県
（３校）であった。この結果から，韓国で「日本語」を学ぶ生徒数が１校あたり327名に対
し，日本で「韓国語」を学ぶ生徒数が１校あたり20名であることが明らかになった。その理
由として，専任の教員を配する学校がわずかで，担当教員数が少ないことなどがあげられる。
そこで「韓国語」教育をはじめとする外国語教育の充実を図るうえで,「相手言語の教育」
を見据えた教育課程を編成することが重要である。
なお，2013年度から新学習指導要領の完全実施により，現行の「韓国語」教育などの外国
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語教育の実施の有無に拘わらず，再度「国際理解教育」の視点に立ち，グローバルな世界に
生きる人間形成を図る効果的な手だてとしての外国語教育のあり方について，その重要性を
踏まえた再考が求められている。
筆者は,「学校教育における教育課程」を専門に研究している立場ではない。過去に公立
中学校の教育現場に身を置いた経験があり，その経験に基づき発表内容との照合を図りつつ
考察を進めた。韓国における「日本語」教育の進展に目を見張るともに，日本においても
「相手言語の教育」のあり方について議論が必要であることを実感した。今後，児童・生徒
を取り巻く社会はグローバル化が進み，言語を媒体にした相互理解が余儀なくされる時代が
目前まで迫りつつある。人と人とが相互理解を深めるうえで，言語は欠かせないツールであ
る。改めて，日本の教育課程において,「相手言語の教育」をどのように位置づけるのか，
氏の論文を通して，その課題解決と具体化に向けて大きな示唆を得ることができた。
（本学経済学部准教授 松岡敬興）
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